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日立市地域防災計画の改定について
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◆ 背 景
防災基本計画の改正、南部支所の放射線防護対策工事の完了など

◆ 主な改定内容

１．日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地域指定
日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震防災対策推進地域及び津波避難対策特

別強化地域の指定とその被害想定を計画に明記する。

２．新たな防災情報の配信に伴う市の対応の追加
国の「長周期地震動階級」、「北海道・三陸沖後発地震注意情報」の配信

に伴う市の対応を明記する。

３．要配慮者利用施設の追加指定
洪水浸水想定区域内に新たに整備された福祉施設等について、水防法に基

づく要配慮者利用施設に位置づける。

４．指定避難所の追加指定
放射線防護対策工事の完了に伴い南部支所を指定避難所等に位置づける。

５．その他
災害廃棄物処理計画の作成に伴う規定の整理、組織改正に伴う整理など
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１．日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地域指定

．(1) 地震防災対策推進地域・津波避難対策特別強化地域の指定

国は、令和４年９月30日に、日本海溝・

千島海溝沿いで巨大地震が発生した場合に

危険が大きいと想定される市町村について、

地震防災対策推進地域及び津波避難対策特

別強化地域として指定した。

日立市も推進地域・特別強化地域に指定

されたが、本市では、これまでどおり今回

の被害想定を上回る東日本大震災クラスを

基準に対策を進めていくこととする。

地震防災対策推進地域（272市町村）

津波避難対策特別強化地域（108市町村）

区 分 想定震度 津波高

東日本大震災 6強 5.3m

日本海溝・千島海溝地震 4程度 4m程度

※ 日立市の被害想定比較



２．新たな防災情報の配信に伴う市の対応の追加

(1)「長周期地震動階級」について

高層ビル等で被害をもたらす長周期

地震動への対応として、「長周期地震

動に関する情報」を発表することにつ

いて、令和５年２月から運用が開始さ

れた。

階級３以上が予測された地域には、

緊急地震速報が発表される。

３

長周期地震動階級関連解説表
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２．新たな防災情報の配信に伴う市の対応の追加

(2)「北海道・三陸沖後発地震注意情報」について
日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震の想定

震源域とその周辺でマグニチュード７．０以

上の地震が発生した場合、「北海道・三陸沖

後発地震注意情報」を発信し、大地震の発生

可能性が平時よりも相対的に高まっていると

して、後発地震への注意を促す取組について、

令和４年12月から運用が開始された。

内閣府発行のチラシ

※ 後発地震注意情報が発表された場合にとるべき行動（例）
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(1) 水防法に基づく要配慮者利用施設の追加指定

３．要配慮者利用施設の追加指定

令和２年度に指定した洪水浸水想定区

域内及び土砂災害警戒区域内に位置する

要配慮者利用施設※について、区域内に新

たに４つの施設が整備されたことから、

これらを追加指定する。

なお、計画に位置づけられた施設は、

水防法及び土砂災害防止法に基づき、避

難確保計画の作成及び当該計画に基づく

避難訓練の実施が義務付けられる。

施設種別 対象施設

社会福祉施設
高齢者施設、保護施設、児童
福祉施設、障害者施設等

学校 小学校、幼稚園

医療施設
病院、診療所、助産所
※ただし、無床診療所及び歯科診療所を
除く。

＜要配慮者利用施設数＞ 計 35施設（31＋４施設）
洪水浸水想定区域内 22施設（18＋４施設）
土砂災害警戒区域内 13施設

※要配慮者利用施設：次の表に記載する施設等
の防災上の配慮を要する者が利用する施設
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(1) 南部支所の指定避難所等への位置づけ

４．指定避難所の追加指定

南部支所の放射線防護対策工事の完了に伴い、

南部支所多目的室を指定避難所として指定する

とともに、原子力災害時にＰＡＺ（東海第二発

電所から概ね５㎞の圏内）に居住する要配慮者

等が避難及び一時移転等に時間を要する場合に

活用することを想定する放射線防護施設として

位置付ける。

※１ 整備後の指定避難所数 91カ所

※２ 整備後の放射線防護施設数(公共施設) ３カ所

南部支所多目的室の外観

整備した非常用発電設備
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５．その他

(1) 災害廃棄物処理計画の策定に伴う規定の整理

本年８月の『日立市災害廃棄物処理計画」の策

定に伴い、本計画を地域防災計画に明記するとと

もに、関係規定を整理する。

※ 日立市災害廃棄物処理計画の概要については、

別資料記載のとおり。

(2) その他

組織改正に伴う整理など


